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2022年12月15日 

各 位 

 

 
（訂正）「2022年12月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

当社は、2022年11月11日に公表いたしました「2022年12月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の記載

内容の一部に訂正すべき事項がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正理由 

「2022年12月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の公表後に、記載内容の一部に誤りがあることが判

明したため、これを訂正するものです。 

 

２．訂正内容（訂正箇所には下線を付しております。） 

（１）訂正箇所 添付資料１ページ 

  １．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

 

【訂正前】 

(前略） 

2011年11月に提供を開始したクラウドサービス「cybozu.com」は、ご利用いただいている契約社数が52,000社、

契約ユーザーライセンス数が240万人を超え、引き続き堅調に推移しております。 

このような状況下において、当第３四半期連結累計期間の連結業績については、自社クラウド基盤

「cybozu.com」上で提供するクラウドサービスの売上が積み上がり、売上高は16,193百万円(前年同期比19.0％増)

となりました。このうちクラウド関連事業の売上高は13,619百万円(前年同期比24.0％増)となっております。利益

項目については、前年同期に比べ従業員数増加等による人件費の増加や、「kintone」や「サイボウズOffice」の

認知度向上のためTVコマーシャルを中心とした積極的な広告宣伝投資を継続することにより広告宣伝費が増加して

いる影響等から、営業利益は853百万円(前年同期比54.1％減)となり、為替予約を実施したことおよび円安の影響

により為替差益が増加していること等から、経常利益は1,291百万円(前年同期比31.5％減)となりました。また、

法人税等計上後の親会社株主に帰属する四半期純利益については487百万円(前年同期比53.1％減)となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等の適用により、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,051百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益はそれぞれ1,051百万円増加しております。 

 

【訂正後】 

(前略） 

2011年11月に提供を開始したクラウドサービス「cybozu.com」は、ご利用いただいている契約社数が52,000社、

契約ユーザーライセンス数が240万人を超え、引き続き堅調に推移しております。 

このような状況下において、当第３四半期連結累計期間の連結業績については、自社クラウド基盤

「cybozu.com」上で提供するクラウドサービスの売上が積み上がり、売上高は16,193百万円(前年同期比19.0％増)
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となりました。このうちクラウド関連事業の売上高は13,619百万円(前年同期比24.0％増)となっております。利益

項目については、前年同期に比べ従業員数増加等による人件費の増加や、「kintone」や「サイボウズOffice」の

認知度向上のためTVコマーシャルを中心とした積極的な広告宣伝投資を継続することにより広告宣伝費が増加して

いる影響等から、営業利益は853百万円(前年同期比54.1％減)となり、為替予約を実施したことおよび円安の影響

により為替差益が増加していること等から、経常利益は1,291百万円(前年同期比31.5％減)となりました。また、

法人税等計上後の親会社株主に帰属する四半期純利益については487百万円(前年同期比53.1％減)となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等の適用により、当第３四半期連結累計期間の売上高は30百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益はそれぞれ30百万円減少しております。 

 

（２）訂正箇所 添付資料６ページ 

  ２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

 

【訂正前】 

(前略） 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第

86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会

計期間の期首の利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,051百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益はそれぞれ1,051百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は763百万円減少しておりま

す。 

(後略） 

 

【訂正後】 

(前略） 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第

86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会

計期間の期首の利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は30百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ30百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は763百万円減少しております。 

(後略） 

 

以上 


